様式１
令和　年　月　日

うるま市長宛て
住所又は所在地
商号又は名称
代表者職氏名

参 加 意 向 申 出 書

次の件について、プロポーザルの参加を申し込みます。
なお、うるま市公告第　号の参加をするために必要な資格に相違していないことを誓います。


件名：うるま市利用申込型こどもの居場所事業（　　　　　地区）










連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ
E－mail






様式２
（事業者提出用）
	質問書

	公告番号　第　号
	件名
うるま市利用申込型こどもの居場所事業（　　　　地区）

	業者名

	提出日　令和　　年　　月　　日

	質問事項

	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	








様式３
委任状
（あて先）うるま市長
令和　年　　月　　日


委任者 本社所在地
商号又は名称
代表者職氏名 　　　　　　　　　　　　　　　印

私は、うるま市が発注するうるま市利用申込型こどもの居場所事業（　　　　地区）業務委託について、下記のとおり権限を委任します。


受任者 所在地
商号又は名称
代表者職氏名 印

委任事項

１ プロポーザルの参加申込み及び企画提案書の提出に関すること。
２ 契約の締結に関すること。
３ 業務完了における検査立会いに関すること。
４ 契約代金の請求並びに受領に関すること。
５ その他契約に関する一切の権限。











様式４
団体概要書
※令和８年１月１日時点をご記入ください。
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	事業所数
	事業所数：　　　　箇所

	役員の状況
	役員数：　　　　　名

	事業概要
	




本店及び支店の状況について
１　うるま市内に本店及び支店（営業所）がある　　　
□　ある　　　所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　ない
　※ある場合は、所在地を記載ください。
２　県内に本店又は支店（営業所）がある
□　ある　　　所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　ない
　※ある場合は、所在地を記載ください。



別記１
入札参加資格審査申請に準じた書類一覧表

■ 必要提出書類を確認し（備考欄に記載の場合に該当するときに提出が必要になる書類もあります）、チェック欄（太枠内）を記入のうえ、№１ から順に揃えてこの一覧表とあわせて提出してください。
チェック欄記入方法 ‥ 提出を要する：○ 、提出不要：／（斜線）
■ 提出書類は、全てＡ４ サイズにしてください。
■ 参加意向申出書と同時に提出してください。
	ＮＯ
	提出書類
	備考
	✓欄
	市確認欄

	１
	委任状【様式３】
	支店・営業所等へ参加等を委任する場合に提出
	
	

	２
	市税の納税証明書又は完納証明書
	うるま市内に本店を置く場合又はうるま市内の支店・営業所等へ参加等を委任する場合に提出
証明日は３ヶ月以内の日付であること
	
	

	３
	都道府県税納税証明書
	証明日は３ヶ月以内の日付であること
	
	

	４
	消費税及び地方消費税に係る納税証明書「その３」
※写し可
	消費税及び地方消費税について未納の税額がないこと（「その３の２」「その３の３」でも可）
課税対象者でもない場合も提出
証明日は３ヶ月以内の日付であること
所管税務署で発行
	
	

	５
	履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本）
※写し可
※法人格を有していない場合は、団体概要書
	法人の場合に提出
現在事項全部証明書でも可
１カ年以上業務を営んでいること
証明日は３ヶ月以内の日付であること
所管法務局で発行
	
	

	６
	貸借対照表・損益計算書
※写し可
	法人の場合に提出
直前決算１カ年分
	
	

	７
	暴力団排除に関する誓約書
	（様式あり）
	
	

	８
	登記されていないことの
証明書（個人）
	個人の場合に提出。
禁治産又は準禁治産、後見、破産をしていない証明書。写し可
	
	

	９
	（青色申告者）所得税確定決算書の写し
（白色申告者）所得税確定申告書の写し又は市県民税申告書の写し
	個人の場合に提出。
直近１年の決算
	
	



別記２
暴力団排除に関する誓約書
うるま市利用申込型こどもの居場所事業（　　地区）業務委託のプロポーザル参加にあたり、うるま市暴力団排除条例（平成２３年うるま市条例第２３号）に基づき、暴力団の排除のために必要な協力を行うこと及び下記事項について誓約します。
また、うるま市が暴力団排除に必要な場合には、沖縄県警察本部又は管轄警察署に照会及び役員等名簿のほか照会に必要な情報を提供することを承諾します。

記

１ 次に掲げる者のいずれにも該当しません。
（１）　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２）　役員等（誓約者が個人である場合はその者。誓約者が法人である場合はその役員及び契約委任　する営業所等の代表者。誓約者が共同企業体である場合はその構成員である法人の役員及び契約委任する営業所等の代表者。以下同じ。）が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）と認められる者
（３）　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に危害を加える目的を　もって、暴力団又は暴力団員等を利用していると認められる者
（４）　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ　るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者
（５）　前各号に該当するもののほか、役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると　認められる者
２　暴力団、暴力団員等、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる者が、経営に実質的に関与していることはありません。
３　うるま市との契約に関し、下請負人、再委託人（下請、再委託が数次にわたるときはそのすべてを含む。以下同じ。）又は資材・原材料業者を使用する場合は、当該者が上記１の各号に該当しないことを確認します。また、当該者が上記１の各号に該当した場合、うるま市との契約に関する事項から排除します。
４　うるま市より上記１から３に該当するか否かの照会のために役員名簿等の情報提供の要請があった場合には、直ちに応じます。
５　本誓約が虚偽であり、又は本誓約に違反したことにより被る不利益について、異議は一切申し立てません。
令和　年　　月　　日
うるま市長あて
（誓約者）
本社所在地
商号又は名称
代表者職氏名 　　　　　　　　　　　　　　印
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